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1. はじめに 
近年の研究で、温暖化の影響により線状降

水帯の総降水量や発生確率が増加しているこ

とが示されている（Kawase et al. 2022）。2023 年

の梅雨期（6-7 月）には、Hirockawa et al. (2020) 
の基準に基づくと、23 事例の線状降水帯が発

生した。これは、2006 年以降では 3 番目に多い

発生数であった。気象庁の異常気象分析検討

会は、2023 年の梅雨期の特徴として日本南方

での太平洋高気圧の強まりで、日本に水蒸気

が流入しやすかったことを指摘している。また、

長期的な温暖化に伴う水蒸気量の増加傾向の

影響で雨量が増大した可能性も指摘した。本研

究では，確率的イベントアトリビューション（EA）

により、2023 年梅雨期の線状降水帯発生数に

対する、これまでの人為的な地球温暖化の影

響を評価した。 
2. データ・線状降水帯の検出手法 

地球温暖化対策に資するアンサンブル気候

予測データベース（d4PDF）の過去実験（HIST）

及び非温暖化実験（NonW）の全球 60km 実験

を 2023 年まで拡張した。過去実験は観測され

た海面水温（COBE-SST2）、非温暖化実験は

COBE-SST2 から過去の温暖化による昇温分を

引いた海面で駆動される。いずれの実験も 100
メンバーの計算を実施している。日本域につい

て は 20km 及 び 5km の 地 域 気 候 モ デ ル

NHRCM を用いて 2023 年梅雨期を対象にダウ

ンスケーリングを実施した。5kmNHRCM は

2023 年 5 月 28 日から計算を行った。また、気候

値 （HISTclim） と し て Kawase et al. (2023)の
d4PDF ダウンスケーリング実験の 1992-2021 年

の期間を用いた。 
線状降水帯の検出には、Hirockawa et al. 

(2020) の手法を用いた。今回は、日本の陸上

にかかった線状降水帯のみを対象とし、観測で

はほとんど見られない 15時間以上継続したもの

は除外した。対象期間は 2023 年の 6-7 月とし

た。  
3. 解析結果 

HIST 実験では南西諸島、九州、四国、東海

の太平洋側で線状降水帯が発生し、特に九州

での発生が多かった（図 1a）。NonW と HIST の

差を見ると、HIST の方が全国的に線状降水帯

の発生が多く、九州地方での発生数に差が多

かった（図 1b, c）。100 メンバーの平均発生数は

HIST と NonW で そ れ ぞ れ 12.9、9.5 回 、

HISTclim では 10.9 回であった。これらのことか 
 

 
第１図 検出した線状降水帯事例の分布（1 メン
バーあたりの回数）。 
(a) HIST、(b)  NonW、(c) HIST - NonW 



 
第 2 図 2023 年 6-7 月の偏差場。 
海面校正気圧（シェード; hPa）と 925hPa の
風(ベクトル)の気候値（1992-2021）からの偏
差。(a) JRA-3Q、(b) HIST。 

ら、2023 年の梅雨期は平年に比べ、線状降水

帯が発生しやすく、また地球温暖化により、発

生確率が増加していたことが分かる。 
2023 年梅雨期の循環場を JRA-3Qで見ると、

気候値に比べて、太平洋高気圧の西への張り

出しが強い（図 2a）。これにより、特に九州地方

に南西から水蒸気が流入しやすい場になって

いた。HIST でも同様なパターンが見られた（図

2b）。d4PDF では観測された海面水温を用いて

いるため、太平洋高気圧の西への張り出しは海

面水温パターンによる強制の影響が大きかった

と考えられる。このような太平洋高気圧の西へ

の張り出しは、九州の西側で大雨が発生するパ

ターンに一致する（Iamada et al. 2020）。 
線状降水帯の発生環境場について調べるた

め、HISTとNonWにおいて、九州（図1の黒枠）

の線状降水帯発生時の合成解析を行った。

950hPa 水蒸気フラックス流入量を見ると、いず

れの実験においても、東シナ海から 200 g m-2 s-

1 を超える水蒸気フラックスが流入している（図

3a, b）。これは、Kato （2020）の線状降水帯発生

6 条件のうち、水蒸気フラックスの条件を満たし

ている。両者の平均値の差を見ると、HIST の方

が大きく、両者の差はおおむねクラウジウス・ク

ラペイロンの関係に対応している（図 3c）。 
 

 
第 3 図 九州で線状降水帯が発生したときの、
950hPa 水蒸気フラックスの合成図。 
(a) HIST、(b) NonW、(c) HIST- NonW。黒線は
FECSの平均を行った領域。 



 
第 4 図 FECS の頻度分布 
(a) 線状降水帯発生時、(b) 6-7 月のすべてのタ
イムステップ、(c) HIST と NonW の差。 
 

HIST と NonW の差をより定量的に評価する

ため、東シナ海上（図 3 の黒枠内）で平均したフ

ラックス量（FECS）を比較した（図 4）。FECS のヒスト

グラムを見ると、FECS が 250 g m-2 s-1 以下で発生

する線状降水帯の数は HIST と NonW であまり

差がない。一方、FECS が 250 g m-2 s-1 以上で発

生する線状降水帯の数は HIST の方が NonW
より大きい（図 4c）。6-7 月のすべての期間で見

ても、FECS が 250 g m-2 s-1 以上となる頻度の差が

大きい。これらのことから、HIST においては、温

暖化により水蒸気量が増加したことで、線状降

水帯の発生に有利な大量の水蒸気フラックスが

流入する頻度が増加したことで、線状降水帯の

発生確率が増加したと考えられる。なお、このよ

うな大量の水蒸気が流入する頻度の増加率は、

平均の水蒸気フラックスの増加率に比べて、大

幅に大きい。 
 大気の安定度も線状降水帯の発生に重要

な要素である（Kato 2020）。図 5 に九州周辺で

平均した、温位の HIST と NonW の差を示す。

線状降水帯発生時でも、６・7 月の平均でも

900hPa 以上の高度では、上層に行くほど HIST
と NonW の差が大きくなっており、温暖化により、

大気が安定化している。一方、900hPa 以下で

は、上層ほど HISTと NonWの差が小さく、HIST
のほうが安定度が小さくなっている。Kato (2020)
では、線状降水帯の発生のしやすさを 500m 高

度の空気を持ち上げた時の自由対流高度まで

の距離（dLFC）で評価している。900hPa 以下の

安定度の減少は dLFC の低下に対応して、線

状降水帯の発生に有利な環境場への変化とな

っている。６・7 月の平均の大気最下層の HIST
と NonW の差はおおむね SST の差に一致して

おり、下層の不安定化は SST の差によるものと

考えられる。 

 
第 5 図 九州付近で平均した温位の HIST と NonW
の差。 
緑：線状降水帯発生時、黄：6-7 月の平均。点は
海面水温の差。平均は図 1の黒枠内で行った。 



4. まとめ 
2023 年の梅雨期（6-7 月）には、23 事例の線

状降水帯が発生した。これは、2006年以降では

3 番目に多い発生数であった。2023 年の線状

降水帯の発生数に対して、確率的イベントアトリ

ビューション（EA）により、これまでの人為的な

地球温暖化の影響を評価した。 
線状降水帯の解析のため、d4PDF の 100 メン

バーのアンサンブル実験を 5kmNHRCM を用

いてダウンスケールした。この実験においても、

2023 年の梅雨期は、平年よりも線状降水帯の

発生確率が高く、九州地方で特に高かった。温

暖化影響を見るために、人為的な温暖化影響

を取り除いた実験では、線状降水帯の発生確

率が現在気候実験よりも低く、過去の温暖化に

よって、線状降水帯の発生確率が増加していた

ことが分かった。 
2023 年の梅雨期の特徴として、太平洋高気

圧が平年より西側に張り出しており、九州地方

に水蒸気フラックスが流入しやすい環境場であ

ったことが分かった。d4PDF のアンサンブル平

均においても、太平洋高気圧の西への張り出し

が見られた。アンサンブル実験では観測の SST
を用いているため、太平洋高気圧の張り出しは、

SST による強制であると考えられる。 
温暖化による影響として、気温が増加して大

気中の水蒸気量が増加することで、線状降水

帯の発生に有利な大量の水蒸気が流入する頻

度が増加していた。また、温暖化による SST の

増加による、大気下層の安定度の減少も線状

降水帯の発生確率の増加に寄与していたと考

えられる。 
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